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（１）　収益的収入及び支出

収　入

　 支　出

　 第４項　予備費 21,000,000 0 0 0 0 21,000,000

1,015,000　 第３項　特別損失 1,015,000 0 0 0 0

　 第２項　営業外費用 450,878,000 0 0 0 0 450,878,000

　 第１項　営業費用 4,592,865,000 4,356,000 0 0 0 4,597,221,000

 第１款　下水道事業費用 5,065,758,000 4,356,000 0 0 0 5,070,114,000

区　　分

予　　　　　算　　　　　額　　　　　　

当初予算額

　 第３項　特別利益 78,000 0 0

補 　正
予算額

予備費
支出額

流 　用
増減額

地方公営企
業法第24条
第 3 項 の
規 定 に よ る
支 出 額

小　計

0

　 第２項　営業外収益 2,213,142,000 0 0

　地方公営企業法施行令第18条第5項ただし書き及び秦野市公共下水道事業会計規程第78条第2項の規定によ　    

 第１款　下水道事業収益 5,231,550,000 3,962,000 0

　　　　　　　　　　　１　　　　令　　和　　５　　年　　度　　秦　　野　　市　　　　　　 　　 　　 　　 　　 　　 　　 　　 　　 　　 　　 　　

区　　分

予　　　　　算　　　　　額　　　　　　

当初予算額 補正予算額
地方公営企業法第24条
第3項の規定による支出
額 に 係 る 財 源 充 当 額

　 第１項　営業収益 3,018,330,000 3,962,000
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21,000,0000 0 21,000,000 0 0

0 △ 1,072,251
（決算額のうち仮払消費税及び
　地方消費税　　     22,460円）

0 0 1,015,000 2,087,251

0 450,878,000 413,407,573 0 37,470,427

（決算額のうち仮払消費税及び
　地方消費税　137,383,292円）

0

0 0 4,597,221,000 4,324,488,233 0 272,732,767

330,130,9430 0 5,070,114,000 4,739,983,057 0

(単位　円）

　　　　　 　　　　　 　　　　　　

決算額

地方公営企
業法第26条
第 2 項 の
規 定 に よ る
繰 越 額

不用額 備　　考

78,000 237,816

地方公営企
業法第26条
第 2 項 の
規 定 に よ る
繰 越 額

継続費
逓　 次
繰越額

合　　計

159,816

3,022,292,000 2,893,194,888 △ 129,097,112
（決算額のうち仮受消費税及び
　地方消費税　 218,458,639円）

2,213,142,000 2,304,370,694 91,228,694
（決算額のうち仮受消費税及び
　地方消費税　　　1,336,256円）

　 　    り、特別損失を1,072,251円超過して支出した。

（決算額のうち仮受消費税及び
　地方消費税　　    　20,560円）

合　　計

5,235,512,000

　　　　　　　　　　　 　　　　 　　 　　 　　 　　 　　 　　 　　 　　　　　　公　　共　　下　　水　　道　　事　　業　　決　　算　　報　　告　　書

(単位　円）

　　　　　 　　　　　 　　　　　　

決算額
予算額に比べ
決算額の増減

備　　考

5,197,803,398 △ 37,708,602
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（２）　資本的収入及び支出

収　入

　 支　出

0

   資本的収入額が資本的支出額に不足する額2,141,279,960円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調     
び減債積立金427,242,889円で補填した。

　 第４項　負担金等 1,010,000 0 1,010,000 0

0 0　 第４項　予備費 1,000,000 0 0 0 1,000,000

0 0
　 第３項　その他資本的
　　　　　　 支出

113,000 0 0 0 113,000

0 0　 第２項　企業債償還金 2,035,616,000 0 0 0 2,035,616,000

　 第１項　建設改良費 974,447,000 243,415,000 0 0 1,217,862,000

240,168,000 76,000,000 第１款　資本的支出 3,011,176,000 243,415,000 0 0 3,254,591,000

240,168,000 76,000,000

区　　分

予　　　　　算　　　　　額　　

継続費
逓　 次
繰越額

当初予算額
補 　正
予算額

予備費
支出額

流　 用
増減額

小　計

地 方 公 営 企
業 法 第 26 条
の規定による
繰 越 額

46,000 0 0

　 第５項　固定資産売却
　　　　　 　代金

1,000 0 1,000 0 0

　 第６項　その他資本的
　　　　 　　収入

46,000 0

　 第３項　国庫補助金 162,860,000 81,200,000 244,060,000 14,750,000 7,150,000

　 第２項　他会計補助金 8,739,000 0 8,739,000 0 0

 第１款　資本的収入 940,956,000 212,500,000 1,153,456,000 240,050,000 12,950,000

区　　分

予　　　　　算　　　　　額　　

当初予算額 補正予算額 小　計

地 方 公 営 企
業 法 第 26 条
の規定による
繰越額に係る
財 源 充 当 額

継 続 費 逓 次
繰越額に係る
財 源 充 当 額

　 第１項　企業債 768,300,000 131,300,000 899,600,000 225,300,000 5,800,000
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1,010,000 9,012,549 8,002,549

0 0 1,000,000

113,000 0 0

0 0 12,419,8182,035,616,000 2,023,196,182 0

0 242,500,000 379,290,770
（決算額のうち仮払消費税及び
　地方消費税　　76,347,374円）

        整額61,881,137円、過年度分損益勘定留保資金336,770,595円、当年度分損益勘定留保資金1,315,385,339円及

1,000,000 0 0

0 0 113,000

242,500,000

0 242,500,000 392,823,5883,570,759,000 2,935,435,412 242,500,000

1,534,030,000 912,239,230

(単位　円）

　　　　　 　　　　　 　　

決算額

翌　年　度　繰　越　額

不用額 備　　考
合　　計

地 方 公 営 企
業 法 第 26条
の規定による
繰 越 額

継続費
逓 　次
繰越額

合　　計

46,000 46,000 0

1,000 3,795 2,795 （決算額のうち仮受消費税及び地方消費税   345円）

265,960,000 146,150,000 △ 119,810,000

8,739,000 8,743,108 4,108

1,406,456,000 794,155,452 △ 612,300,548

(単位　円）

　　　　　 　　　　　 　　

決算額
予算額に比べ
決算額の増減

備　　考
合　　計

1,130,700,000 630,200,000 △ 500,500,000
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（単位　円）
１　営業収益
 (1)　下水道使用料 2,075,757,675
 (2)　雨水処理負担金 486,949,369
 (3)　受託事業収益 83,529,348
 (4)　その他営業収益 28,499,857 2,674,736,249

２　営業費用
 (1)　管きょ費 187,157,357
 (2)  ポンプ場費 61,847,613
 (3)　処理場費 752,041,241
 (4)　受託事業費 80,176,126
 (5)　普及促進費 23,276,566
 (6)　業務費 128,069,798
 (7)　総係費 154,200,451
 (8)　流域下水道事業等維持管理負担金 220,843,593
 (9)  減価償却費 2,536,500,387
 (10) 資産減耗費 42,991,809
 (11) その他営業費用 0 4,187,104,941
　　営業損失 1,512,368,692

３　営業外収益
 (1)　受取利息 15,496
 (2)　他会計補助金 1,160,083,523
 (3)　長期前受金戻入 1,087,843,317
 (4)　資本費繰入収益 24,495,397
 (5)　消費税及び地方消費税還付金 0
 (6)　雑収益 21,246,855
 (7)　国庫補助金 9,350,000 2,303,034,588

４　営業外費用
 (1)　支払利息及び企業債取扱諸費 372,673,037
 (2)　雑支出 20,206,120 392,879,157 1,910,155,431
    経常利益 397,786,739

５　特別利益
 (1)　固定資産売却益 176,550
 (2)　過年度損益修正益 40,706 217,256

６　特別損失
 (1)　固定資産売却損 0
 (2)　過年度損益修正損 2,064,791
 (3)　減損損失 0
 (4)　その他特別損失 0 2,064,791 △ 1,847,535

    当年度純利益 395,939,204
　  前年度繰越利益剰余金 200,000,000
　  その他未処分利益剰余金変動額 427,242,889
　　当年度未処分利益剰余金 1,023,182,093

２　令和５年度秦野市公共下水道事業損益計算書

（令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで）
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（単位　円）

前年度末残高

前年度処分額

減債積立金の積立

減債積立金の使用

自己資本金へ組入

当年度変動額

（単位　円）

前年度末残高

前年度処分額

減債積立金の積立

減債積立金の使用

自己資本金へ組入

当年度変動額

0

　　　３　令和５年度秦野市公共下水道事業剰余金計算書　　　
　（令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで）

資本金 ・資本剰余金の部

資本金 剰　余　金

自己資本金

資　本　剰　余　金

受贈財産
評  価  額

他会計
補助金

議会の議決による処分額 876,056,288 0 00

国　 庫
補助金

資本剰余金
合　　　 　計

11,042,097,136 613,364,374 578,972,731651,785,086 1,844,122,191

0

0 0 00 0

876,056,288 0 00 0

処分後残高 11,918,153,424 613,364,374 578,972,731651,785,086 1,844,122,191

0 0 00 0

876,056,288 0 00 0

当年度純利益 0 0 00 0

1,829,700

0 1,829,700 00 1,829,700

資本剰余金の受入 0 1,829,700 00

減債積立金の使用 0 0 00 0

651,785,086

利益剰余金の部　　　　

14,389,518,504

0

0

0

1,845,951,891
当年度末残高

11,918,153,424 615,194,074 578,972,731

427,242,889 △ 427,242,889 △ 876,056,288 △ 876,056,288

0

議会の議決による処分額 0

減　　債
積立金

未処分利
益剰余金

0 627,242,889 876,056,288 1,503,299,177

当年度純利益 0 395,939,204 0 395,939,204

減債積立金の使用 △ 427,242,889 0 427,242,889 0

当年度末残高

0 0 △ 876,056,288 △ 876,056,288

427,242,889 200,000,000 0 627,242,889

資本剰余金の受入

処分後残高

△ 427,242,889 395,939,204 427,242,889 395,939,204

0 0 0 0

0 595,939,204 427,242,889 1,023,182,093 14,787,287,408

資本合計

剰　余　金

利　益　剰　余　金

（繰越利益剰余金）

（当年度未処分利益剰余金）

14,389,518,504

397,768,904

427,242,889 △ 427,242,889 0 0

0 0 0 0

427,242,889 △ 427,242,889 △ 876,056,288 △ 876,056,288

395,939,204

1,829,700

その他未処分利
益剰余金変動額

利益剰余金
合　　　　 計
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（単位　円）

当年度末残高 11,918,153,424 1,845,951,891 595,939,204 427,242,889

議会の議決による処分額 427,242,889 0 △ 395,939,204 △ 427,242,889

減債積立金の積立 0 0 △ 395,939,204 0

減債積立金の使用 0 0 0 0

自己資本金へ組入 427,242,889 0 0 △ 427,242,889

（繰越利益剰余金）

12,345,396,313 1,845,951,891 200,000,000 0

４　 令和５年度秦野市公共下水道事業剰余金処分計算書（案）

その他未処分利
益剰余金変動額

処分後残高

資本金 資本剰余金
未   処   分
利益剰余金
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（単位　円）

１　固定資産

 (1)　有形固定資産

　　ア　土地 2,202,390,727

　　イ　建物 2,931,485,541

　　　  減価償却累計額 △ 712,934,339 2,218,551,202

　　ウ　構築物 71,817,506,514

　　 　 減価償却累計額 △ 15,932,270,006 55,885,236,508

　　エ　機械及び装置 6,701,441,405

　　 　 減価償却累計額 △ 2,786,341,217 3,915,100,188

　　オ　車両運搬具 2,580,261

　　 　 減価償却累計額 △ 2,451,247 129,014

　　カ　工具器具及び備品 14,077,154

　　 　 減価償却累計額 △ 9,580,345 4,496,809

　　キ　建設仮勘定 48,425,841

　　  有形固定資産合計 64,274,330,289

 (2)　無形固定資産

　　ア　施設利用権 2,343,412,050

　　イ　電話加入権 528,000

　　ウ　その他無形固定資産 496,600

　　  無形固定資産合計 2,344,436,650

 (3)　投資その他の資産

　　ア　出資金 7,638,000

　　  投資その他の資産合計 7,638,000

      固定資産合計 66,626,404,939

２　流動資産

 (1)　現金預金 1,180,359,650

 (2)　未収金 228,210,705

　　　貸倒引当金 △ 2,716,000 225,494,705

　　　流動資産合計 1,405,854,355

　　　資産合計 68,032,259,294

５　令和５年度秦野市公共下水道事業貸借対照表

（令和６年３月３１日）

資産の部
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３　固定負債

 (1)　建設改良費等の財源に

　　　充てるための企業債 23,364,469,781

　　　固定負債合計 23,364,469,781

４　流動負債

 (1)　建設改良費等の財源に

　　　充てるための企業債 2,207,055,070

 (2)　未払金 447,942,742

 (3)　預り金 1,500,000

 (4)　引当金

　　ア　賞与引当金 19,015,000

　　イ　法定福利費引当金 3,655,000

　　　引当金合計 22,670,000

 (5)　その他流動負債 37,199,786

　　  流動負債合計 2,716,367,598

５　繰延収益

 (1)　長期前受金

　　ア　受贈財産評価額 7,473,698,844

　　イ　受益者負担金 1,760,605,290

　　ウ　分担金 52,397,507

　　エ　国庫補助金 21,684,560,838

　　オ　県補助金 392,371,646

　　カ　他会計補助金 4,559,578,748

　　キ　その他長期前受金 20,963,819

　　　長期前受金合計 35,944,176,692

 (2)　収益化累計額

　　ア　受贈財産評価額 △ 1,472,155,874

　　イ　受益者負担金 △ 451,639,487

　　ウ　分担金 △ 5,330,951

　　エ　国庫補助金 △ 5,517,683,018

　　オ　県補助金 △ 108,617,729

　　カ　他会計補助金 △ 1,224,595,694

　　キ　その他長期前受金 △ 19,432

　　　収益化累計額合計 △ 8,780,042,185

　　　繰延収益合計 27,164,134,507

　　　負債合計 53,244,971,886

負債の部
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６　資本金

 (1)　自己資本金 11,918,153,424

　　 　 資本金合計 11,918,153,424

７　剰余金

 (1)　資本剰余金

　　ア　受贈財産評価額 615,194,074

　　イ　国庫補助金 651,785,086

　　ウ　他会計補助金 578,972,731

　　　資本剰余金合計 1,845,951,891

 (2)　利益剰余金

　　ア　減債積立金 0

　　イ　当年度未処分利益剰余金 1,023,182,093

　 　 利益剰余金合計 1,023,182,093

　 　 剰余金合計 2,869,133,984

　 　 資本合計 14,787,287,408

　 　 負債資本合計 68,032,259,294

資本の部
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６ 注記 

 

１ 重要な会計方針 

(1) 固定資産の減価償却の方法 

  ア 有形固定資産 

   (ｱ) 減価償却の方法    定額法による。 

   (ｲ) 主な耐用年数 

    ａ 建物        8～50 年 

    ｂ 構築物       10～50 年 

    ｃ 機械及び装置    6～30 年 

    ｄ 器具及び備品    4～20 年 

  イ 無形固定資産 

   (ｱ) 減価償却の方法    定額法による。ただし、電話加入権については 

               減価償却をしていない。 

(2) 引当金の計上方法 

  ア 退職給付引当金 

    一般会計が負担するため、退職給付引当金は計上していない。 

  イ 賞与引当金及び法定福利費引当金 

    職員の期末勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支払に備えるた

め、当年度末における支給（支払）見込額に基づき、当年度の負担に属する

額（12 月から 3 月までの 4 か月分）を計上している。 

  ウ 貸倒引当金 

    債権の不納欠損による損失に備えるため、回収不能見込額を計上している。 

(3) 消費税及び地方消費税の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜処理によっている。 

２ 引当金の取崩し 

（1） 貸倒引当金の取崩し 

令和 5 年度において、下水道使用料及び下水道使用料延滞金の不納欠損処分

として 3,535,326 円を執行することとなったため、貸倒引当金 1,698,000 円を

取り崩し、引当金計上額を上回る額 1,837,326円は、過年度損益修正損とした。 

（2） 賞与引当金の取崩し 

令和 5 年度において、期末手当及び勤勉手当として 53,837,528 円を支給す

ることとなったため、賞与引当金 16,913,000 円を取り崩した。 
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（3） 法定福利費引当金の取崩し 

令和 5 年度において、期末手当及び勤勉手当における法定福利費として

9,937,376 円を支出することとなったため、法定福利費引当金 3,161,000 円を

取り崩した。 

３ 貸借対照表等関連 

(1) 企業債の償還に係る他会計の負担 

   貸借対照表に計上されている企業債（当年度末日の翌日から起算して 1 年以

内に償還予定のものも含む。）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は、

16,393,514,000 円である。 

４ セグメント情報の開示 

(1) 報告セグメントの概要 

秦野市公共下水道事業を 1 つの報告セグメントとしている。 

５ リース契約により使用する固定資産 

(1)  リース会計に係る特例措置 

   所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっている。 

(2) 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額 

   1 年内  2,981,616 円 

   1 年超   8,928,844 円 

   1 計  11,910,460 円 
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